














































































































表 1 関東大手民鉄のグループ経営の状況 
 
グループ名 本社名 子会社・関連会社数 
東武グループ 東武鉄道株式会社 子会社 91、関連会社 13 
京急グループ 京浜急行電鉄株式会社 子会社 63、関連会社 5 
東急グループ 東京急行電鉄株式会社 子会社 129、関連会社 19 
京王グループ 京王電鉄株式会社 子会社 45、関連会社 8 
小田急グループ 小田急電鉄株式会社 子会社 72、関連会社 5 
西武グループ 株式会社西武ホールディングス 子会社 52、関連会社 1 
京成グループ 京成電鉄株式会社 子会社 73、関連会社 9 
相鉄グループ 相鉄ホールディングス株式会社 子会社 31 
出典）各社の 2014 年度有価証券報告書により作成。 
 
                                                





























































































表 2 関東大手民鉄の設立・開業年月日 
 
設立年月日 開業年月日 会社名 現在の名称 
1897.11.1 1899.8.27 東武鉄道 東武鉄道 
1898.2.25 1899.1.21 大師電気鉄道 京浜急行電鉄 
1909.6.30 1912.11.3 京成電気軌道 京成電鉄 
1910.9.21 1913.4.15 京王電気軌道 京王電鉄 
1912.5.7 1915.4.15 武蔵野鉄道 西武鉄道 
1917.12.18 1921.9.28 相模鉄道 相模鉄道 
1922.9.2 1922.10.6 目黒蒲田電鉄 東京急行電鉄 













企業多角化の形態の 1 つとして論じられることも多く、財閥系の鉄道会社も明治期から 
                                                
4 ただし政府の影響力の強い会社であり、後に国有化された。 






































































































































1901 1899 大師電気鉄道（直営） 大師電気鉄道 
1911 1912 京成電気軌道（直営） 京成電気軌道 
1913 1913 京王電気軌道（直営） 京王電気軌道 
1913 1927 鬼怒川水力電気（親会社） 小田原急行鉄道 





















                                                

























関東大手民鉄 8 社すべてにおいて自動車事業の分社化に至っている7（図 1 参照）。 
 
表 4 関東大手民鉄による自動車事業への進出状況 
 
開業年次 鉄道会社名 手法 
1913 京王電気軌道 直営 
1926 神中鉄道（現相模鉄道） 直営 
1929 東京横浜電鉄 直営 
1929 目黒鎌田電鉄 直営 
1930 京成電気軌道 沿線事業者を買収の上、京成乗合自動車（傍系）
を設立。 
1933 東武鉄道 毛武自動車（傍系） 












                                                










































                                                
8 『京浜急行百年史』p50.を参照。 























































図 2 東武鉄道の住宅・マンションの販売実績 















































































































表 5 関東大手民鉄による百貨店業への進出状況 
 
開業年 名称 関連する大手民鉄 
1931 東武百貨店 東武鉄道 
1933 京浜百貨店（現京急百貨店） 京浜電気鉄道（現京浜急行電鉄） 
1934 東横百貨店（現東急百貨店） 東京横浜電鉄（現東京急行電鉄） 
1940 武蔵野デパート（現西武） 武蔵野鉄道（現西武鉄道） 
1958 横浜髙島屋 相模鉄道（髙島屋と合弁） 
1962 小田急百貨店 小田急電鉄 
1963 京成百貨店 京成電鉄 























表 6 民鉄各社のスーパーマーケットへの出店状況 
 
開業年 名称 関連する大手民鉄 
1956 西武ストア（現西友） 西武鉄道 
1958 東急ストア 東急電鉄 
1959 東武ストア 東武鉄道 
1960 京成ストア 京成電鉄 
1963 京王食品ストア（現京王ストア） 京王帝都電鉄 
1963 オダキューOX 小田急電鉄 
1963 京浜ストア（現京急ストア） 京浜急行電鉄 














図 3 東急電鉄による流通事業の状況 

















                                                
12 駅ナカビジネスとして代表的なものに、ＪＲ東日本が展開する「エキュート」が挙げられる。
大宮・品川に続いて 2009 年に開業したエキュート立川では、当初より 85 店舗を出店し、改札
外にも店舗を展開している。 
13柴田悦子・土居靖範・岡田夕佳(2011)、pp. 24~25. を参照。 
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大手民鉄路線名 接続駅名 地下鉄路線名 
2000 東急目黒線 目黒 東京メトロ南北線 
2003 東武伊勢崎線 押上 東京メトロ半蔵門線 
2008 東武東上線 和光市 東京メトロ副都心線 
2008 西武池袋線 小竹向原 東京メトロ副都心線 



















乗車券は 2001 年に導入された JR 東日本の「Suica」が代表的である。大手民鉄・バス
                                                
14 例えば東急は、2007 年に大岡山駅の直上に東急病院を移転させ、全国で初めての駅上病院と
なった。また京王グループでは、従来の買い物代行・宅配サービスに加え 2013 年より移動販売
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Though railway business has been managed by a government in many countries, many 
private railway companies have developed their railway networks, businesses and 
diversification in Japan. Today, their businesses are expanded to bus & taxi, real estate, 
retail sale, leisure, and other businesses. The railway businesses in Japan are now changing 
into “total life businesses.”
In this paper, the diversification strategies of railway businesses in Japan are researched. 
The targets of this research are 8 business groups in the Kanto area. First, previous 
researches and theories of diversification are reviewed. Then, the history of Japanese 
railway business and the surrounding businesses are analyzed. The reference materials are 
from literatures such as company histories, financial statements, and statistical data. As a 
result, following points were suggested. Private railway companies have developed a lot of 
businesses surrounding the regular business for about a century, and the railway business 
in Japan is too matured to grow drastically. So we have to pay attention to some trials of 
new business by private rails. It is necessary to gain the value of railway groups as a whole, 
using synergy effect and regular railway networks as core competence.
Historical developments of diversification of Japanese 
major railway businesses
ISHIKAWA, Nobuaki
